第3章 中国

  中国では、1979年より小平の指導の下で、一連の市場志向型の改革が始まった。同年に9億6千9百万人であった総人口は、1998年には12億4千3百万人に達したものと見られる（表3.1）。ここ19年間で2億7千4百万人が増加（28％増）したことになる。改革前の19年間、すなわち1960～79年の人口の増加が3億2百万人（45％増）であったことを比較すれば、改革がはじまってからの人口増加のテンポは、明らかに緩やかになっている。それは主に、（1）政府の厳しい締めつけをともなった1人っ子政策、（2）所得増の結果、自然と多産が少なくなったことによる。この間の所得の伸びは、非常に急激な経済成長の結果である。

  経済成長率を見ると、1979～81年は改革の初期条件もあり3～6％であったが、1982～88年には8～15％へと急上昇した。1989～90年には、経済過熱抑制のための緊縮政策や1989年の天安門事件といった政治的事情により、3～4％にスローダウンしたが、その後の回復は急で、1991～97年は、9～14％という高いレベルであった。1998年は、地域レベルでの落ち込みが大きく左右し、7％を若干上回る程度に落ち込んだものと見られる。大方の予測は6.6～8.3％の範囲にある（表1.2）。

  過去20年間、経済の急成長が人口の増加を大きく上回り、一人あたりGDPも非常に急速に膨んだ。1997年の現地通貨建ての一人あたり実質GDPは、1979年の4.5倍となっている（表3.1）。この間、人民元の大幅な切下げがあったにもかかわらず、一人あたりGDPは米ドルレートでも約3倍になった。それを国際ドルに換算すれば、1979～96年の間の伸びは8倍以上となる。

  第1章で述べられたように、国際ドル表示の一人あたりGDPが米ドルよりも急激に増大するという研究において、近年の中国経済は他に類を見ないものである。もちろん、中国のGDPを国際ドルで表示することに対しては、各種の議論がなされてきた。また、国際ドル表示は、政治的な理由からも議論の余地がある。中国政府は、それが中国のGDPを過大に評価するものだと信じ、そうした評価がなされることに反対してきた。中国は、途上国として、世界貿易機関（ＷＴＯ）のような国際的機関に加盟を求めているわけである。それには、先進工業諸国、とくにアメリカは、そうした数字こそ経済大国としての中国を表わしており、国際的機関において同国を他の途上国並みに扱うことはできないという信念を抱いている。経済的見地からすれば、米ドル表示が中国の購買力とGDPを過小評価したものであることは明かであるが、またそれほど急速に成長したとするのも大変奇怪な話である。つまり、初期の評価たとえば1980年が多少なりとも正しいならば、近年の国際ドル表示は過大評価のように思える。

  健康に関する指標は、中国の生活水準が国際ドル評価ほどには向上していないことを示唆している。例えば中国の嬰児死亡率は、依然かなり高いし、過去20年間ほとんど低下していない（表3.1）。平均寿命もまだかなり低く、同じく過去20年間ほとんど低下していない。他方で、教育の最前線では顕著な成果が見られる。非識字率は依然かなり高い水準にあるが、過去20年間で大幅に低下している。中等学校への進学率などが上昇したことなどは意義あることである。

  中国経済の構造も過去20年間で非常に大きく変化した。最も顕著なのは、就業と生産の面での農業から他のセクターへのシフトである。1980年代初期、農業は就業者の3分の2以上、生産額の3分の1程度であったが、1990年代半ばまでに、それぞれざっと2分の1、5分の1にまで低下した。成長の最も著しいのは、サービス業を主とする第三次産業であり、かつて約15％であった就業者シェアは、近年では35％にまで上昇している。とくに、建設、運輸、情報（たとえば金融）を除いた、貿易関連の産業は、生産額の面で急速に成長した。

  支出のサイドでは、4つの構造的変化が際立っている。第一に、1992年までは国内総支出の25～31％を占めていた固定資産投資が、近年では34～37％にまで増大している。第二に、消費とくに政府消費の割合が過去20年間若干ではあるが低下している。第三に、貿易の割合が急激に拡大した。GDPに占める輸出額は1982～83年に8％、輸入額は7％に過ぎなかったが、1994～97年までには、GDPに占める輸出額は21～23％、輸入額は18～20％となった。第四に、国民経済における政府の役割の低下である。それは固定資産投資に関するデータから最も顕著に読み取れる。GDPに占める民間固定資産投資の割合は、1980～82年の5％以下であったものが、1995～97年には10～11％に上昇している。これらのデータをもう少し詳しく見れば、1980年に全社会の固定資産投資の82％を占めていた国有企業は、1983～92年に64～68％、そして1994～97年に52～56％と急速に落ち込んでいることがわかる（中国国家統計局、1998年）。それとは対照的に、1980年の5％であった集団所有制部門の割合は、1981～91年の12～15％、そして1992～97年の15～18％と上昇し、民間部門（その他部門）は、1980年の18％から1981～92年の31～35％、そして1993～97年の39～48％と上昇している。

  その外、重要な構造的変化として、内陸地域から東部沿海地域への生産拠点のシフトが挙げられる。たとえば、1980年の12の沿海省・市・自治区（遼寧、河北、北京、天津、山東、江蘇、上海、浙江、福建、広東、海南、広西）のGDPの割合は、1980年52％、1990年54％、1995年57％と拡大している（中国国家統計局、1996年）。この時期、人口と就業の分布には、ほとんど変化は見られなかったものの、生産性および一人あたりGDPは沿海地域でかなり急速に上昇している。1980年の一人あたり名目GDPでは、12の沿海行政区は残る18の内陸行政区の1.57倍であったが、1995年には2倍強となっている。沿海と内陸という二つの地域の経済的構造は、これまでずっと全く異なったままである。GDPに占める第一次産業（農業など）の割合は、沿海地域では1980年に25％、1995年に17％であったのに対し、内陸地域では1980年に35％、1995年に26％である。

  中国のマクロ経済コントロールは、この間の大きな経済的変化や急成長にもかかわらず、極めて安定していた。インフレーション（GDPデフレーターの変化率）は、1985年と1988年に10～12％、1993～95年に13～20％に達しはしたものの、政府当局は、経済引き締めを迅速に行ない、インフレをコントロール下に置いてきた。公定金利も相対的に低めに据え置かれた。現物経済から貨幣経済への移行を反映する、GDPに占めるマネーサプライＭ1、Ｍ2の割合はともに増大した。中国政府当局は、インフレーションの最中およびその直後（たとえば1986年、1989～90年、1993年）に、人民元を引き下げ、中国の輸出競争力の維持を図った。しかし今日の情勢では、人民元の現状維持が、投資家の信頼をつなぎとめ、アジア地域での通貨切下げ競争の回避に極めて重要であると、多くの観察者は思っている。中国製品が多くのアジア諸国の製品に対し、価格競争の上で不利になっていても、短期的、中期的に人民元の価値を維持するという、中国政府の公言には耳を傾けるべきである。ただ、それがいつまで維持できるかは、低いインフレーションではなく、投機の動向如何によっている。この政策を続行させやすくする上で、マクロ経済環境の安定は極めて重要である。その外、重要なものとして、近年の中国の強い財政的な立場が挙げられる。1980年代半ば以降、それは、統計的手法の変化にもより下り坂の傾向にあるが、財政赤字はかなり低い状況にある。もちろんその一方で、中国経済とくに金融部門、国有企業には、投資家の信任を得にくい構造的な弱点が数多くあることも指摘しておかなければならない。

  中国の経常収支は、一部の年を除き黒字で推移してきた。1997年と1998年はかなり大きな黒字であった。その結果、中国の対外債務は、過去20年間、絶対額が非常に大きく膨らみ、GDPに対しても相対的に増大してきた。1997年末の中国の外貨準備残高は、輸入の9ヵ月を超える額に相当する、非常に大きなものである。1998年の外貨準備は、第3四半期、相対的に緩やかな伸びであったが、残高は1,460億ドルにも達した（IMF、1998年）。

  もう少し詳しく言えば、これまで中国の経常収支は、貿易収支に左右されてきたが、近年、サービス収支や所得収支もかなり急速に増加してきている。所得収支は赤字であり、そのほとんどが直接投資による所得の支払いである。とくに1990年代に入って急速に増大している。それに相応し、投資収支の最も顕著な傾向は、直接投資の受入れの急増に見られる。1982～84年には10億ドルに満たなかったが、1985～91年には10～40億ドルに、1992年には110億ドルに、1993～95年に280～360億ドルに、そして1996～97年に40～44億ドルに達している。同時に、近年の証券投資の受入れ額は著しく増加しているが、その総額は相対的に小さく、1997年末の証券投資残高は国際準備の6分の1である。ゆえに、仮に外国の証券投資家が突然引き上げたとしても、中国の受けるダメージは少ないように思える。同時に、中国自身が、かなり大きい投資家であることを指摘しておかなければならない。

  中国政府が、貿易と投資の面で、上述の12の沿海省・市・自治区に対し、他の内陸地域よりも自由な政策をとることを認めてきたこともあって、中国の国際経済関係も沿海地域に集中する。それは近年幾分変化したものの、海外の多国籍企業（華僑・華人企業を含む）は、やはり、沿海地域の整備されたインフラ、および相対的に高く、急速に増大している所得に引きつけられている。1997年、12の沿海省・市・自治区の貿易総額は全国の41％を占めている。その多くは、中国内地の仕向け・被仕向けという中継貿易である。広東省は香港と隣接し、国際貿易の重要な媒介者であると同時に、中国の生産・輸出の重要な基地である。1997年段階で、12の沿海省・市・自治区に進出済みの多国籍企業は、投資残高で全国のそれの82％、従業員の84％を占めている（中国国家統計局、1998年）。繰り返すが、広東省は大きな役割を演じている。外資系企業の投資総額の29％、就業の24％を占めている。近年、貿易と多国籍企業の極端な集中が地域的不平等を引き起こす、という問題を取り上げた文献が増えつつある。ただ、そうした研究を進める上で、多くの技術的な問題があり、現在のところ、それについて全般的に一致した理解は得られていない。ただ、沿海地域が比較的に早く成長を遂げ、貿易と多国籍企業がとくにこれらの地域に集中してきたことだけは確かである。

  中国の主要輸出先は香港である。1980年代初期、30％以下であった香港およびシンガポール向けの中国の輸出は、1991～92年には全輸出の約47％に及んだ。そのほとんどが香港を経由した第3国市場向けの再輸出であった。しかし近年、中国は輸出のより多くの割合を海外市場に直接に仕向けるようになっており、香港およびシンガポールへの輸出シェアは25％にまで縮小している。その一部は、韓国および台湾との直接輸出に回り、1989年に1％であったものが、1995～1997年には7％にまで増加している。米国向け輸出シェアもまた、1992年までは10％前後であったものが、1993～97年には17～19％と、近年急速に拡大している。それとは対照的に、日本向けシェアは、1981～85年に20％であったものが、1991～92年には14％にまで落ち込み、1993年以降、17～20％にまで回復している。欧州9ヵ国のシェアは多少小さくなったり、大きく変動したが、大した変化はない。

  中国の輸入であるが、日本のシェアは1990年代初期に落ち込み、近年反転するといった、輸出同様の傾向が見られ、米国のシェアは減少傾向にあり、欧州のシェアは再びかなり大きく変動し、香港およびシンガポールのシェアは、輸出同様に、傾向的な低下を見せている。韓国および台湾からの輸入のシェアは、輸出同様に急速に増大しつつあり、1996～97年には、全輸入の5分の1にまでなっている。

  中国の輸出品シェアのうち、「その他製品」、すなわち繊維、アパレル、履物、玩具などが最も大きい。1988年以前に40％であったそのシェアは、1992～97年には56～60％にまで拡大した。機械製品のシェアは、1987年以前の5％未満から1991年には10％、そして1997年には24％に達した。しかし、1992年以降、これらのシェアにおける増大部分は、明らかに、以前は非分類や再輸出の範疇に含められていた製品の再分類によっている。農産物、鉱物性燃料、原材料の資源型の輸出もかつては重要で、それらのシェアは1979年に54％であった。しかし、1997年にはわずか13％にまで低下した。

  輸入品では、機械製品のシェアが、近年最も大きく、輸入の約4割を占めている。「その他製品」が約30％のシェアで続く。この貿易構造は、近年の労働集約的な製造業における貿易の重要性を反映している。中国は、工業、たとえば繊維、アパレル、履物、電子製品、玩具における組立あるいは加工のために大量の原材料を輸入し、そして向きを変えて、同産業の最終製品を輸出している。近年の鉱物性燃料の増加も気になる。1990年代初期、中国はエネルギー（原油）の純輸入国になり、その輸入は将来急速に増大するものと見られている。

  日中経済関係で最も顕著な特徴は、日本が中国に対し、経常収支と貿易収支で大幅な赤字に陥っているということである。事実中国は、日本を赤字にさせるアジアでは数少ない国の1つである。それに加え、日本は中国に対し、旅行、ビジネスサービス、輸送、その他サービスなど、サービス収支でも赤字となっている。日本のサービス収入では、輸送、旅行、建設が大きい。所得収支では、日本は、バンクローンや貿易信用を主とする、その他投資にかかわる所得の受け取りが大きく、大幅な黒字にある。

  1995～97年の日本から中国への直接投資と「その他投資」では、実際、73億ドル対65億ドルで、前者が後者を上回っているが、直接投資による所得が低いレベルに驚かされるかも知れない。それは、日本の進出企業が、ある程度、アジア諸国への直接投資に対し、相対的に低い利益に甘んじがちなことを反映している。その外、投資収支での顕著な傾向は、1997年に日本が証券投資資産を大幅に引き上げたことである。それは主に、アジア通貨危機に対する、日本の証券投資家の反応を表わしている。負債サイドを見ると、中国から日本への直接投資は非常に小さいが、証券投資や「その他投資」はますます多く流入している。1997年の中国から日本への証券投資と上述の資産サイドでの大きな流れには、注目を要する。最後になるが、日中間の商品取引き構造は、比較優位の立場を明確に反映したものだということである。日本から中国に輸出される商品の多くは、機械製品、ついで「その他製品」、そしてそれについで化学製品となっている。中国から日本への最大の輸出商品は、繊維、アパレル、履物のような軽工業品を主とする「その他製品」である。機械製品の輸出も、近年、第2の主力分野にまでに急成長し、そのシェアは1992年6％、1997年19％と拡大している。かつて農産物、原材料、鉱物性燃料といった資源をベースとした輸出は重要であったが、近年その増加テンポはかなりゆるやかなものとなってきている。
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